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１ 調査の概要 

（１）調査の目的 

本市では、令和４年３月に「第３次山鹿市男女共同参画計画」を策定し、市民や事業所と

協働し、連携を図りながら男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進しています。 

また、国においては、令和元年に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」、令

和３年に「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」が改

正され、今後一層女性の活躍を推進するとともに、男女ともに働きやすい環境を整備し、ワ

ーク・ライフ・バランスの実現、意識の変革等様々な課題に取り組む必要があります。 

このため、男女共同参画に関する事業所の意見や意識を把握し、分析評価を行い、今後の

施策の推進に生かすための基礎資料とするために本調査を実施しました。 

 

 

（２）調査の実施要領 

調査時期 令和６年１１月 

調査対象者 事業所母集団データベースより抽出した、山鹿市内の 
従業員数１０人以上の事業所 

調査方法 郵送による配布・インターネットによる回答 

配布数 ４３４件 

有効回収数 １３７件 

有効回答率 ３１．６％ 

 

 

（３)調査結果利用上の注意 

●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下

第２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を

選ぶ方式）であっても合計値が 100.0％にならない場合があります。このことは、本報告

書内の分析文、グラフ、表においても反映しています。 

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択肢

ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が 100.0％

を超える場合があります。 

●本文中の設問の選択肢は簡略化している場合があります。 

●グラフ中の回答割合について、グラフが繁雑になる場合は省略しています。 
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２ 調査結果の総括 

（１）女性の活躍推進の取組について 

管理職全体に占める女性の割合は 28.4％となっています。 

また、平成３０年４月１日と比較した女性管理者の割合では、「変わらない」（59.1％）、「女

性の管理者はいない」（21.9％）が多数を占めています。一方、「増えた」の割合は 16.8％と少

しずつ増加してはいるものの、いまだ改善の余地が多くあることがうかがえます。 

 

第３次山鹿市男女共同参画計画策定時

の市民意識調査（令和３年度実施）では、

『政策の企画立案や方針決定過程の場に

女性の参画が少ない原因』について、「男性

優位の組織運営がなされているため」

（36.7％）、「家庭、職場、地域で性別によ

る役割分担や性差別の意識が強いため」

（32.6％）、「家庭の支援、協力が得られな

いため」（15.5％）、「女性の参画への支援が

少ないため」（13.2％）となっており、市民

や事業所に向けた啓発活動の推進や固定

的な性別役割分担意識の解消が必要であ

ることがうかがえました。 

一方、今回の調査では、『女性管理者が「少ない」または「いない」理由』については、「女

性自身が管理職になることを望んでいないことが多い」（26.7％）、「女性の採用自体が少ない」

（20.8％）、「管理能力の面で、女性の適任者が少ない」（16.8％）、「将来管理職になる可能性

のある女性はいるが、現在のところ在職年数などの条件を満たしていない」（16.8％）といっ

たことが上位に挙がっており、女性の管理職への意欲不足や人材不足がうかがえます。 

事業所に対しても、男性を中心とした古い慣習を改める等の職場環境の是正、女性の能力や

意識を向上させるための機会の創出といったことを更に推進していくことが必要であると考

えられます。 

 

また、女性の管理職を増やすための取組については、「女性の積極的な登用に取り組んだ」

（39.1％）、「男女に公正な人事考課（人事評価）を実施した」（39.1％）が上位に挙がっている

一方で、「特に女性管理職を増やすための取組は行っていない」（39.1％）も同率となっていま

す。 

前述の取組については、市がそれぞれの取組の具体的な内容や方法を把握し、市内の事業所

に対して情報の発信・共有を図ることも効果的であると考えられます。 

 

※市民意識調査（令和３年実施） 
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『女性従業員が活躍するために行っている取組』については、「業務に必要な知識や能力、

資格取得のための教育や研修について、性別に関係なく実施している」（38.0％）、「従業員の

意見や要望を聞く場や制度を設けている」（34.3％）、「仕事と家庭を両立させるための制度を

充実させている」（27.0％）、「性別による評価の偏りがないよう、人事考課（人事評価）基準を

明確に定めている」（22.6％）などが上位に挙がっており、就業環境の改善と意識・能力の向

上について取組を進めている様子がうかがえます。 

 

（２）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

第３次山鹿市男女共同参画計画策定時

の市民意識調査（令和３年度実施）で

は、『生活の中での優先度（理想）』につ

いて、「すべて優先」（31.3％）、「仕事と

家庭生活」（31.2％）となっており、多

くがワーク・ライフ・バランスの充実を

理想としていることが市民の声として挙

がっています。 

一方、今回の調査では、『ワーク・ラ

イフ・バランスの推進』について、「関

心がある」（58.4％）、「おおいに関心が

ある」（13.9％）となっており、全体の 7

割以上の事業所が何らかの関心を持って

いる状況です。 

また、『ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組』については、「働きやすい職場

環境・職場風土づくり」（51.8％）、「有給休暇取得の推進（連続休暇取得の推進など）」

（42.3％）、「残業削減の推進」（35.8％）、「従業員同士のコミュニケーションをよくとってい

る」（34.3％）が上位に挙がっています。職場環境について、有給休暇取得の推進や労働時間

の短縮などの働きやすい雰囲気づくりを中心とした取組を実践されている状況がうかがえま

す。 

さらに、『ワーク・ライフ・バランスに取り組むことによるメリット』については、「従業

員の定着につながる」（73.0％）、次いで「優秀な人材が辞めないですむ」（47.4％）、「従業員

の仕事への意欲が向上する」（41.6％）が上位に挙がっており、従業員の生活上の利益だけで

なく、人材の定着や効率化による事業所の利益も意識していることがうかがえます。 

『出産及び育児休業制度』を利用した従業員の割合については、男性が 18.5％、女性が

100％となっており、男性の制度利用に向けた啓発が必要であると考えられます。 

 

 

 

※市民意識調査（令和３年実施） 
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また、『介護休業制度の利用』については、男女ともに大多数が利用していない状況となっ

ており、『介護をしながら働いている従業員への支援』については、主に労働時間の短縮に関

するものが多く取り組まれている状況です。 

この３年間に定年以外で退職した従業員が「いる」と回答した事業所は 81.0％で、退職の

主な要因は、「転職」「傷病」が上位に挙がる一方、約２割が「結婚」「出産・育児」「介護」

のため退職しています。 

育児や介護については、育児・介護休業法が令和７年４月１日から柔軟な働き方の実現に

向けた職場環境の整備、個別周知・意向確認の義務化など段階的に改正されます。そのた

め、制度の周知や、職場における理解の促進を更に進めていくことが必要であると考えられ

ます。 

 

（３）様々なハラスメントの防止について 

『セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）やマタニティ・ハラスメント（妊婦や

出産者に対してのいやがらせ）等の防止に関する取組』については、「就業規則や社内規程な

どにセクシュアル・ハラスメント等の禁止を規定している」（57.7％）、「社内（外）に相談窓

口を設置している」（32.8％）、「社内研修などを実施して啓発している」（29.9％）が上位に

挙がっています。 

研修会の実施や相談窓口の設置などについては、事業所と行政の連携を更に強化していく

ことにより、取組の更なる充実が可能であると考えられます。 

一方、「特に何も行っていない」（19.0％）、「必要性は感じているが、取組は進んでいな

い」（13.9％）となっており、実際に取組を行っていない事業所も多くあることが分かりま

す。市内の事業所が実際に行っている取組の事例を、様々な媒体を通して広く発信していく

ことにより、現在取組を行っていない事業所への啓発にも繋がっていくことが考えられま

す。 

 

（４）よかボス企業について 

   『よかボス企業』については、「知らない」（51.8％）、「名前を聞いたことはあるが取組内容

は知らない」（21.2％）が多くなっています。 

   また、「登録済みである」（6.6％）事業所の取組状況については、「介護休暇取得促進・休暇

後のサポート」や「残業を減らす・有給取得の促進」といった職場環境の整備を中心に取り組

んでいる状況がうかがえます。 

   よかボス企業について、市内事業所に周知や啓発を行うとともに、登録の事業所が実際に行

っている取組の事例を広く発信していくことにより、取組の浸透及び人材確保につなげていく

ことが必要であると考えられます。 
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３ 調査結果 

 

問１ 貴事業所の主な業種は何ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 貴事業所の区分は何ですか。 

 

 

 

  

分類 回答数 割合
農業、林業、漁業 4 2.9%
鉱業、砕石業、砂利採取業 3 2.2%
建設業 16 11.7%
製造業 23 16.8%
電気、ガス、熱供給、水道業 3 2.2%
情報通信業 1 0.7%
運輸業、郵便業 5 3.6%
卸売業、小売業 17 12.4%
金融業、保険業 4 2.9%
不動産業 2 1.5%
宿泊業、飲食サービス業 7 5.1%
生活関連サービス業、娯楽業 2 1.5%
教育、学習支援業 1 0.7%
医療、福祉 35 25.5%
その他のサービス業 11 8.0%
その他 3 2.2%
全体 137 100.0%

分類 回答数 割合
単独事業所 61 44.5%
本社、本店 30 21.9%
支社、支店、営業所等 46 33.6%
全体 137 100.0%
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問３ 貴事業所の常用雇用者数について、男女別に入力してくださ

い。 

 

〇従業員全体 

常時雇用者数は、全体で 4,552 人となっています。そのうち、男性は 2,139 人、女性は

2,413 人となっており、男性よりも女性が多く雇用されていますが、男性の 8 割近くが正社

員であることに対し、女性の正社員は 5 割を下回っています。 

また、正社員における男女の割合では、男性が 57.3％に対し、女性は 42.7％となってお

り、女性の割合は男性を下回っています。また、正社員以外における男女の割合では、女性

が男性を大きく上回っています。 

 

 

 

 

〇男女比 

 

  

人数 割合 人数 割合 人数 割合
従業員全体 4,552 100.0% 2,139 100.0% 2,413 100.0%
 正社員 2,807 61.7% 1,609 75.2% 1,198 49.6%
 正社員以外（パート、アルバイトなど） 1,745 38.3% 530 24.8% 1,215 50.4%

全体 男性 女性

人数 割合 人数 割合
男性 1,609 57.3% 530 30.4%
女性 1,198 42.7% 1,215 69.6%
合計 2,807 100.0% 1,745 100.0%

正社員 正社員以外
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〇従業員規模 

従業員規模は、正社員・正職員などでは「10～19 人」が最も高くなっていますが、正社

員・正職員以外（パート、アルバイト、契約社員など）では「1～9 人」が最も高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇正社員・正職員など（男女別）           

 

 

 

 

 

 

０人 2 1.5% 7 5.1% 12 8.8% 28 20.4% 57 41.6% 42 30.7%
１〜９人 46 33.6% 82 59.9% 94 68.6% 61 44.5% 64 46.7% 60 43.8%
１０〜１９人 52 38.0% 26 19.0% 18 13.1% 24 17.5% 10 7.3% 18 13.1%
２０〜２９人 15 10.9% 12 8.8% 2 1.5% 10 7.3% 3 2.2% 8 5.8%
３０〜３９人 8 5.8% 4 2.9% 5 3.6% 5 3.6% 2 1.5% 3 2.2%
４０〜４９人 4 2.9% 3 2.2% 1 0.7% 1 0.7% 0 0.0% 2 1.5%
５０〜５９人 1 0.7% 0 0.0% 2 1.5% 3 2.2% 0 0.0% 2 1.5%
６０人以上 9 6.6% 3 2.2% 3 2.2% 5 3.6% 1 0.7% 2 1.5%
全体 137 100.0% 137 100.0% 137 100.0% 137 100.0% 137 100.0% 137 100.0%

男性 女性
正社員・正職員など パート、アルバイト、契約社員など

合計 男性 女性 合計
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〇正社員・正職員以外（パート、アルバイト、契約社員など）（男女別） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

問４ 貴事業所の正規従業員（正社員・正職員）の平均年齢と平均

勤続年数を男女別に入力してください。 

 

正規従業員の平均年齢は、男女ともに「40～49 歳」が最も高くなっています。 

また、平均勤続年数では、男性では「15 年以上」が最も高く、女性では「10～15 年未満」

が最も高くなっています。 

 

〇平均年齢 

 

 

 

 

 

  

回答数 割合 回答数 割合
２０〜２９歳 0 0.0% 2 1.5%
３０〜３９歳 19 13.9% 24 17.5%
４０〜４９歳 63 46.0% 57 41.6%
５０〜５９歳 36 26.3% 34 24.8%
６０歳以上 13 9.5% 11 8.0%
該当なし 6 4.4% 9 6.6%
全体 137 100.0% 137 100%

男性 女性
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〇平均勤続年数 

 

 

 

 

 

  

回答数 割合 回答数 割合
５年未満 21 15.3% 28 20.4%
５〜１０年未満 30 21.9% 40 29.2%
１０〜１５年未満 35 25.5% 41 29.9%
１５年以上 51 37.2% 28 20.4%
全体 137 100.0% 137 100%

男性 女性
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問５ 貴事業所の管理職の人数を男女別に入力してください。 

 

管理職の人数は、管理職全体では男性が 498 人（71.6％）、女性が 198 人（28.4％）となっ

ています。男女の割合では、すべての管理職において、男性が大きく上回っています。 

 

 

 

 

  

人数 うち男性 うち女性 男性の割合 女性の割合

部⻑相当職 213 148 65 69.5% 30.5%
課⻑相当職 228 182 46 79.8% 20.2%
係⻑相当職 255 168 87 65.9% 34.1%
管理職全体 696 498 198 71.6% 28.4%



12 

問６ 貴事業所では、前回調査の平成３０年４月１日と比べて、女

性の管理職の割合は増えましたか。 

 

女性の管理職の増減については、「変わらない」の割合が 59.1％で最も高く、「増えた」の

割合は 16.8％に留まっています。また、「女性の管理職はいない」の割合は 21.9％となって

います。 

 

 

 

 

  

分類 回答数 割合
増えた 23 16.8%
減った 3 2.2%
変わらない 81 59.1%
女性の管理職はいない 30 21.9%
平成30年4月2日以降に事業所を設立した 0 0.0%
全体 137 100%
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（問６で「増えた」と回答された事業所にお尋ねします） 

問７ 女性の管理職の割合を増やすために、貴事業所では、どのよ

うなことに取り組まれましたか。 

 

女性の管理職を増やすための取り組みについては、「女性の積極的な登用に取り組んだ」、

「男女に公正な人事考課（人事評価）を実施した」が 39.1％と高くなっています。 また、

「特に女性管理職を増やすための取組は行っていない」も同率となっています。 

 

(n=23) 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 回答数 割合
女性の積極的な登用に取り組んだ 9 39.1%
意識啓発や人材育成の研修会、講座等を実施した 1 4.3%
男女に公正な人事考課（人事評価）を実施した 9 39.1%
昇進・昇格試験の受験を従業員に奨励した 1 4.3%
管理職の登用にあたって、転勤等女性が満たしにくい要
件を見直した 0 0.0%

特に女性管理職を増やすための取組は行っていない 9 39.1%
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（問 5 で女性の管理職が男性の管理職の半数以下の事業所にお尋ねします） 

問８ 女性管理職が「少ない」又は「いない」のは、どのような理

由からですか。 

 

女性管理者が「少ない」又は「いない」理由については、「特に理由はない」が 48.5％と

最も高く、次いで「女性自身が、管理職になることを望んでいないことが多い」が 26.7％、

「女性の採用自体が少ない」が 20.8％となっています。 

 

(n=101) 

 

                         ○その他 

                             ・女性の正社員がいないため。 

・女性社員は、事務員 1人のため 

・正社員登用後、ある程度の年数が必要であ 

るが管理職につく前に退職したため。 

・管理職制度を設けていないため。 

・パート雇用者が多く、主任クラスのため。 

・女性の正社員が役員以外いないため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 回答数 割合
管理能力の面で、適任者が少ない 17 16.8%
結婚や妊娠、出産等で辞めてしまう者が多いので、人材とし
て育てられない

5 5.0%

家庭での責任があるので、⻑時間の労働を要求できない 15 14.9%
女性自身が、管理職になることを望んでいないことが多い 27 26.7%
上司や同僚の男性の認識、理解が不十分である 2 2.0%
将来管理職になる可能性のある女性はいるが、現在のところ
在職年数などの条件を満たしていない

17 16.8%

ロールモデルがいないので、次が育たない 4 4.0%
まだ女性登用の気運が低い 4 4.0%
女性の採用自体が少ない 21 20.8%
特に理由はない 49 48.5%
その他 20 19.8%
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問９ 貴事業所では、配偶者の転勤や出産、育児、介護を理由とし

て退職をした女性の再雇用の実績はありますか。また、再雇

用の雇用形態はどのようになっていますか。 

 

転勤や出産、育児、介護を理由に退職した女性の再雇用については、「女性の再雇用の実績

はない」が 53.3％と最も高く、次いで「正規従業員として再雇用した」が 21.2％、「パー

ト、アルバイトとして再雇用した」19.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

○その他 

・育児、介護を理由として退職した職員がいない。 

・女性従業員がほぼいない。 

・パートの方は出産で退職はされず休業後復帰された。 

・女性募集をかけても人が来ない会社なので再雇用の実績はない。 

・対象者がいない。 

・その様な理由で退職した例がない。 

 

 

  

分類 回答数 割合
正規従業員として再雇用した 29 21.2%
パート、アルバイトとして再雇用した 26 19.0%
契約社員として再雇用した 2 1.5%
その他 16 11.7%
女性の再雇用の実績はない 73 53.3%
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問１０ 貴事業所では、女性従業員が活躍するために、どのような

取組をされていますか。 

 

女性従業員が活躍するための取組については、「業務に必要な知識や能力、資格取得のため

の教育や研修について、性別に関係なく実施している」が 38.0％と最も高く、次いで「従業

員の意見や要望を聞く場や制度を設けている」が 34.3％、「仕事と家庭を両立させるための

制度を充実させている」が 27.0％となっています。 

 

 

 

○その他 

・それぞれ女性正社員・パート女性従業員 経営者感覚の意識を持って仕事にあたっている。 

・休みを取りやすい環境づくりのため、風通しの良い雰囲気づくりを大切にしている。 

・もともと女性が多い職場で男性より女性が活躍しているため、特別なことはしていない。 

・特に男性、女性は意識していない。適材適所。 

 

 

 

 

 

分類 回答数 割合
女性の活躍に関する担当部署、担当者の設置等、企業
内での推進体制を整備している

13 9.5%

女性の少ない職場（部署）の環境を整備し、女性を配
置している

5 3.6%

女性の少ない職種（部署）に女性を積極的に雇用して
いる

6 4.4%

性別による評価の偏りがないよう、人事考課（人事評
価）基準を明確に定めている

31 22.6%

業務に必要な知識や能力、資格取得のための教育や研
修について、性別に関係なく実施している

52 38.0%

男性管理職に対し、女性が活躍することの重要性につ
いて啓発を行っている

5 3.6%

従業員の意見や要望を聞く場や制度を設けている 47 34.3%

従業員のモチベーションや就業意識を高めるための研
修を行っている

27 19.7%

体力面での個人差を補う設備を整えるなど働きやすい
職場環境づくりを行っている

15 10.9%

仕事と家庭を両立させるための制度を充実させている 37 27.0%

女性（⺟性）の健康管理対策を行っている 0 0.0%

その他 5 3.6%

特に何も行っていない 34 24.8%
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問１１ 貴事業所で、出産及び育児休業制度を利用した従業員の人

数及び育児休業取得期間を入力してください。 

 

○取得人数 

 

出産及び育児休業制度を利用した従業員の人数については、女性が 72 人（100％）、男性が

10 人（18.5％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性 男性
（配偶者が）出産した従業員数 72 54
うち、育児休業制度を利用した従業員数 72 10
育児休業制度を利用した従業員の割合 100% 18.5%
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○取得期間 

  

 休業制度を利用した従業員の取得期間については、女性は「6 か月以上 1 年未満」が

57.9％と最も高く、次いで「1 年以上」が 34.2％となっています。 

一方で、男性は「1 か月未満」が 100％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 男性 女性 男性の割合 女性の割合
１か月未満 14 2 100.0% 2.6%
１か月以上６か月未満 0 4 0.0% 5.3%
６か月以上１年未満 0 44 0.0% 57.9%
１年以上 0 26 0.0% 34.2%
全体 14 76 100% 100%
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問１２ 貴事業所では、育児休業取得（男性の育児休業取得も含

む）促進のための方策を何かとられていますか。 

 

育児休業取得（男性の育児休業取得も含む）促進のための方策については、「制度について

の周知や相談体制を整えている」が 40.9％と最も高く、次いで「特に何も行っていない」が

37.2％、「取得しやすい職場環境・職場風土づくりを行っている」が 32.1％となっています。 

 

 

 

○その他 

・今のところそういう例がない。そういう例が出てきそうな場合などは社労士の先生と打ち合わせ 

するなどして対処していく。 

・該当者がいない。 

 

 

分類 回答数 割合
制度についての周知や相談体制を整えている 56 40.9%
会社、上司から取得を促している 19 13.9%
代替要員の確保など人員配置上の配慮を行っている 14 10.2%
休業中の経済的補てんを行っている 8 5.8%
育児休業取得率の目標を設定している 3 2.2%
取得しやすい職場環境・職場風土づくりを行っている 44 32.1%
その他 2 1.5%
特に何も行っていない 51 37.2%
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問１３ 貴事業所では、子育てをしながら働いている従業員を支援

するために、「休業」以外に何か取組をされていますか。 

 

子育てをしながら働いている従業員を支援するための取組については、「勤務時間短縮、時

差出勤」が 46.0％と最も高く、次いで「現状では取り組んでいない」が 29.2％、「子の看護

休暇」が 27.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○その他 

・都度相談に乗っている。 

・該当者がいない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

分類 回答数 割合
勤務時間短縮、時差出勤 63 46.0%
フレックスタイム制度 0 0.0%
時間外労働軽減・免除 28 20.4%
事業所内保育施設の設置運営 1 0.7%
育児時間休暇 10 7.3%
子の看護休暇 37 27.0%
在宅勤務制度 0 0.0%
育児に関する経済的支援（費用補助等） 10 7.3%
復職への支援（休業中の情報提供、研修等） 11 8.0%
その他 2 1.5%
現状では取り組んでいない 41 29.9%
今後、取り組む予定である 6 4.4%
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問１４ 貴事業所で、介護休業制度を利用した従業員の人数を入力

してください。 

 

介護休業制度を利用した従業員の人数については、男女ともに「0 人」が最も高く、とも

に 9 割を上回っています。 

また、男女ともに利用した従業員が「3 人以上」は 0％となっています。 

 

 

 

 

  

０人 134 97.8% 131 95.6%
１人 3 2.2% 3 2.2%
２人 0 0.0% 3 2.2%
３人以上 0 0.0% 0 0.0%
全体 137 100% 137 100%

男性 女性
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問１５ 貴事業所では、家族の介護をしながら働いている従業員を

支援するために、「休業」以外に何か取組をされていますか。 

 

家族の介護をしながら働いている従業員を支援するための取組については、「現状では取り

組んでいない」が 38.7％と最も高く、次いで「勤務時間短縮、時差出勤」が 32.8％、「時間

外労働軽減・免除」が 17.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○その他 

・制度はなく、個別対応しており、柔軟な働き方の対応が一般的。 

・現状対象者がいないため、対象者の希望にあわせ就業規則に沿って対応していく予定である。 

・対象者がいない。 

・介護休業以外に介護休暇（年 5 日）を取り入れている。 

 

 

 

 

 

 

分類 回答数 割合

勤務時間短縮、時差出勤 45 32.8%

フレックスタイム制度 8 5.8%

時間外労働軽減・免除 24 17.5%

在宅勤務制度 1 0.7%

転勤への配慮 8 5.8%

復職への支援（休業中の情報提供、研修等） 3 2.2%

再雇用制度 5 3.6%

介護に関する経済的支援（費用補助等） 0 0.0%
柔軟な働き方（パートになっても正社員・正職員に
戻れるなど）への支援

19 13.9%

その他 7 5.1%

現状では取り組んでいない 53 38.7%

今後、取り組む予定である 10 7.3%
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問１６ 貴事業所では、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の

調和）の推進について、どのようにお考えですか。 

 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進については、「関心がある」が

58.4％、「おおいに関心がある」が 13.9％となっており、全体の 7 割以上の事業所が何らか

の関心を持っています。 

一方、「あまり関心がない」は 16.8％、「ワーク・ライフ・バランスということがよくわか

らない」は 8.8％となっています。 

 

 

 

 

  

分類 回答数 割合
おおいに関心がある 19 13.9%
関心がある 80 58.4%
あまり関心がない 23 16.8%
まったく関心がない 3 2.2%
ワーク・ライフ・バランスということがよくわからない 12 8.8%
全体 137 100%
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問１７ 貴事業所では、ワーク・ライフ・バランスを推進するため

に取り組んでいることはありますか。 

 

ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組については、「働きやすい職場環境・職場

風土づくり」が 51.8％と最も高く、次いで「有給休暇取得の推進（連続休暇取得の推進な

ど）」が 42.3％、「残業削減の推進」が 35.8％となっています。 

 

 

 

分類 回答数 割合

トップが率先して取り組んでいる 15 10.9%

従業員を対象とした研修等の実施 11 8.0%

従業員同士のコミュニケーションをよく
とっている

47 34.3%

業務の見直し・効率化の推進 43 31.4%

残業削減の推進 49 35.8%

有給休暇取得の推進（連続休暇取得の推進
など）

58 42.3%

育児・介護休業者への職場復帰支援（情報
提供、学習支援など）

12 8.8%

従業員の心身の健康保持 33 24.1%

働きやすい職場環境・職場風土づくり 71 51.8%

その他 0 0.0%

現状では取り組んでいない 30 21.9%

今後取り組む予定である 6 4.4%
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問１８ ワーク・ライフ・バランスに取り組むことで、貴事業所で

はどのようなメリットがあると考えますか。 

 

ワーク・ライフ・バランスに取り組むことによるメリットについては、「従業員の定着につ

ながる」が 73.0％と最も高く、次いで「優秀な人材が辞めないですむ」が 47.4％、「従業員

の仕事への意欲が向上する」が 41.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 回答数 割合

従業員の定着につながる 100 73.0%
優秀な人材が辞めないですむ 65 47.4%
優秀な人材を採用できる 29 21.2%
従業員の仕事への意欲が向上する 57 41.6%
従業員の能力を生かすことができる 35 25.5%
コストが削減できる 17 12.4%
業務を見直し、生産性が向上する 37 27.0%
仕事の効率化が図られ、働き方改革につながる 52 38.0%
企業のイメージが向上する 26 19.0%
その他 1 0.7%
特にない 3 2.2%
わからない 11 8.0%
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問１９ 貴事業所では、職場環境を良好に保つための方策として、

セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）やマタニテ

ィ・ハラスメント（妊婦や出産者に対してのいやがらせ）等

の防止に対し、取り組まれていることはありますか。 

 

セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）やマタニティ・ハラスメント（妊婦や出

産者に対してのいやがらせ）等の防止に関する取組については、「就業規則や社内規程などに

セクシュアル・ハラスメント等の禁止を規定している」が 57.7％と最も高く、次いで「社内

（外）に相談窓口を設置している」が 32.8％、「社内研修などを実施して啓発している」が

29.9％となっています。 

 

 

 

○その他 

・就業規則の見直しを早急に行う会議を行った。 

分類 回答数 割合
就業規則や社内規程などにセクシュアル・ハラスメント等
の禁止を規定している

79 57.7%

社内(外)に相談窓口を設置している 45 32.8%

会社や組合に対策委員会のような機関を設置している 15 10.9%

発生時の対応マニュアルを定めている 20 14.6%

社内研修などを実施して啓発している 41 29.9%

啓発資料の配付などを行っている 15 10.9%

その他 2 1.5%

必要性は感じているが、取組は進んでいない 19 13.9%

特に何も行っていない 26 19.0%
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問２０ 貴事業所において、この３年間に定年以外で退職した従業

員はいますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 回答数 割合
いる 111 81.0%
いない 26 19.0%
全体 137 100%
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（問 20 で、定年以外で退職した従業員がいる事業所にお尋ねします） 

問２０－２ 退職した主な要因は何でしたか。 

 

 

 

 

 

○主な要因（その他）について具体的に入力してください。 

・事業所の保育観が合わなかった  ・事業縮小  ・セクハラ  ・意欲減退 

・関連会社への異動  ・仕事のミスマッチ（思っていたものと違っていた） 

・加齢により以前から行っていた作業が困難になった 

・仕事のやりがいを感じない、人間関係の難しさ、給与が低いなどの要因 

・将来への不安 など 

分類 男性の回答数 男性の割合 女性の回答数 女性の割合
結婚のため 0 0.0% 8 7.5%
出産・育児のため 0 0.0% 4 3.8%
介護のため 1 0.9% 9 8.5%
傷病のため 21 19.6% 14 13.2%
転職のため 52 48.6% 47 44.3%
その他 9 8.4% 10 9.4%
不明 24 22.4% 14 13.2%
全体 107 100.0% 106 100.0%
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問２１ 仕事と家庭の両立に向けた貴事業所の取組について努力さ

れている点やその上での課題・問題点、また、山鹿市の取

組についてのご意見・ご要望等がありましたら入力してく

ださい。 

○事業所の取組 

 

 

○山鹿市へのご意見・ご要望 等 

 

 

 

No. 業種 区分 常用
雇用者数 内容

1 その他のサービス業 支社、支店、営業所等 20〜29人
 育児・介護休業があることを従業員に周知
する。育児・介護休業の実績を増やし、園全体
で休業ができる雰囲気をつくる。

2 その他のサービス業 支社、支店、営業所等 10〜19人  働き方改革の推進。

3 宿泊業、飲食サービス業 本社、本店 20〜29人  産休などでの申請を行ったら少しながらの
資金を支給して貰えたら幸いです。

4 宿泊業、飲食サービス業 単独事業所 40〜49人

 休日希望日を月2回までは要望を出してよい
ようにしている。勤務の変更は、申し出をして
くれれば可能だとしている。人によって要望は
様々なため、会社で特にしていることはない。
常識の範囲内で従業員さんの要望に関しては対
応している。

5 製造業 単独事業所 20〜29人
 休みや早退の取得のしやすさ。他の従業員へ
の理解と生産スケジュールに余裕を持った管
理。

No. 業種 区分 常用
雇用者数 内容

1 製造業 支社、支店、営業所等 50〜59人

 TSMCの影響でそれに関係する企業の進出も
発生していて、雇用が活性化される事で良い面
もあると思いますが、元々いた企業において
は人材不足が深刻な問題となって、悪い影響
も出ている。山鹿市として、この問題をどのよ
うに考え、どんな対応を今後していくのかが気
になる。

2 宿泊業、飲食サービス業 本社、本店 20〜29人  育児を預かる場所の拡大及び現金支給では
ない、物資での支給を望んでいる。

3 宿泊業、飲食サービス業 単独事業所 40〜49人  男女共同参画に関して、どのような取り組み
をしているのかわからない。

4 製造業 単独事業所 20〜29人

 若い人が住みやすい環境づくりと治安管理
をお願いします。最近、交通面でバイクや車
の迷惑運転暴走運転が目立ちます。大きな事
故が起きないか心配です。子育て世代への負
担減が課題かと思います。
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問２２ 「よかボス企業」を知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 回答数 割合
登録済みである 9 6.6%
名前を聞いたことはあるが取組内容は知らない 29 21.2%
取組内容を知っている 28 20.4%
知らない 71 51.8%
全体 137 100%
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（問 22 で、「登録済みである」と回答された事業所にお尋ねします） 

問２２－２ 貴事業所の宣言内容について、取組はできています

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 回答数 割合
できている 4 44.4%
できていない 5 55.6%
全体 9 100%
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（問 22‐2 で、「できている」と回答された事業所にお尋ねします） 

問２２－３ 貴事業所では、どのような取組をされているか具体的

に入力してください。 

 

 

 

 

No. 業種 区分 常用
雇用者数 内容

1 医療、福祉 支社、支店、営業所等 60人以上

  結婚、子育て、介護等に安心して職員が
対応できるよう努めています。今年度は、
介護休暇を取得する職員が2名、休暇後の
状態等もその他職員も気を付けてサポート
できるようにしています。

2 医療、福祉 単独事業所 60人以上
 仕事と家庭の両立をし、最適な環境で業
務に取り組めるような環境作りを行ってい
る。

3 卸売業、小売業 本社、本店 20〜29人  残業を減らし、有休を取りやすい環境づ
くりをしている。

4 運輸業、郵便業 単独事業所 30〜39人  独身者に結婚への推奨をしている。



 

 


